
Ⅰ 問題の提起

１９９０年代半ば以降，国境を越えた枠組みのな

かで東アジアの経済発展を捉えようとする試み

が活発になっている（注１）。これらの議論は理論

的立場や論点が異なるものの，そこでの共通の

問題認識は，先進国の多国籍企業の戦略的行動

が同地域の工業成長を促しているのであり，後

発国や後発企業は，こうした戦略により創り出

される分業関係の一端を担うことを通じて，発

展を享受することができるという点にあるだろ

う（注２）。

この具体的事例のひとつが電子産業である。

とりわけ電子部品分野での東アジア諸国の成長

は，米国企業の国際的展開と深くかかわってい

る。すなわち，１９８０年代以降に顕在化した日本

企業へのコンピュータ部品の依存という状況に

対処するため，米国のパソコン企業は，国際的

資材調達を通じて，新たな部品供給源を東アジ

アに形成した［Borrus１９９７；Dedrick and Krae-

mer１９９８］。この典型的事例が，DRAM分野に

おける韓国企業の成長である（注３）。

後発企業が世界市場に参入する際には販路の

獲得という大きな課題を克服しなければならな

いことを考えれば，国境を越えた企業内・企業

間関係という視角から東アジアの産業発展や企

業成長を把握することが不可欠であるのはいう

までもない。しかし，先進国の需要企業との調

達・供給関係で東アジアの発展のメカニズムを

説明するのは一面的ではないだろうか。

特に，韓国企業がキャッチアップした DRAM

分野は，ウエハプロセス技術（半導体の製造技

術。以下，プロセス技術と省略）の開発が製品開

発の鍵を握る（注４）。周知のとおり，主要な米国

企業が DRAM市場から撤退した１９８０年代以降，

プロセス技術開発を主導したのは日本企業であ

った。つまり，DRAM市場で韓国企業がキャ

ッチアップし，製品開発で先行するには，日本

企業との技術ギャップを埋めることが不可欠な

のである。米国のパソコン企業や米国の半導体

企業との関係のみに焦点を当てるのでは，こう

した技術的遅れの克服という側面を正確に捉え

ることはできない。

では，韓国企業はどのようにして DRAM市
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場における日本企業との技術的遅れを克服し，

１９９０年代には日本企業を凌駕したのだろうか。

企業の主体的努力はもちろんあるが，この点に

関して，国境を越えた枠組みのなかで理解しよ

うとすれば，先進国のユーザーとの関係だけで

はなく，先進国のサプライヤー（＝半導体製造

装置企業）との関係にも焦点を当てる必要があ

る。すなわち，韓国企業が DRAM市場で急成

長した１９８０年代後半から９０年代にかけて，日本

と米国において，半導体企業（以下，デバイス

企業と呼ぶ）と半導体製造装置企業（以下，装

置企業と呼ぶ（注５））の関係が変化し，デバイス

企業から装置企業への付加価値の移転ともいえ

る出来事が起こった。いわばサプライヤーであ

る装置企業の事業の高付加価値化が，DRAM

市場で後発の韓国企業にとって無視することの

できない影響を及ぼしたのである。

韓国の半導体産業に関する先行研究の多くは，

韓国企業の技術蓄積や DRAM市場での成長を，

個別企業の技術学習や事業戦略といった企業の

内的動因や国内の産業政策の視点から明らかに

することを課題としており（注６），サプライヤー

である日米の装置企業との関係と関連づけた分

析はほとんどない。また，韓国企業が最新の製

造装置の導入を通じて技術ギャップを縮小した

ことが指摘される場合でも（注７），こうしたこと

が可能になった背景やそれがどのような影響を

及ぼしたのかが具体的に言及されたことはない。

このような問題状況を意識しつつ，本稿で

は，１９８０～９０年代の DRAM市場における韓国

企業の成長を，デバイス企業と装置企業の関係

の変化と関連づけて把握することを課題とする。

韓国企業の具体的事例としては，韓国の代表的

なデバイス企業である三星電子に焦点を当てる。

資料としては，１９８０～９０年代当時の状況を熟知

する日本の半導体業界関係者と日米の半導体製

造装置業界関係者へのインタビュー資料を中心

として，業界誌や公表された企業の一次資料を

主に用いることとする。

まず第Ⅱ節で，１９８０～９０年代の半導体産業に

おける三星電子のキャッチアップ過程と製造装

置の調達を概観する。第Ⅲ節では，１９８０～９０年

代におけるデバイス企業と装置企業の関係の変

化を考察し，続く第Ⅳ節では，こうしたなかで

１９８０年代以降DRAM市場への後発企業の参

入可能性が高まるとともに，９０年代に入ると

DRAM市場の競争条件が変化したことを指摘

する。これを踏まえて第Ⅴ節では，DRAM市

場の競争条件の変化に三星電子がどのように対

応したのかを検討し，第Ⅵ節で総括と課題を提

示したい。

Ⅱ 半導体産業における韓国企業の位置

最初に，世界半導体市場における韓国企業の

位置を確認しておこう。周知のとおり，韓国の

半導体産業の特徴は，半導体製品のなかでも

DRAMに集中して成長してきたことである。

韓国企業のシェアは半導体全体では７％前後で

推移してきたが，DRAMに限ってみれば，表

１から明らかなように，２００２年の世界市場の４５％

を三星電子とハイニクスの韓国２社が占めてい

る。DRAM企業の売上ランキングでは，三星

電子が１９９２年以降トップに位置しており，それ

以来右肩上がりにシェアが伸張し，２００２年現在

は３２．２％のシェアを握っている。

一方，DRAM市場での三星電子のキャッチ

アップを製品開発の側面からみたのが表２であ

韓国半導体産業の国際競争力形成の要因
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る。三星電子は６４K世代から DRAM市場に参

入し，１６M世代で日本企業にキャッチアップ

し，６４M世代以降は製品開発でも量産でも先

行している。ここから，１９８０～９０年代初めまで

がキャッチアップの期間であり，それ以降リー

ディング企業の地位に位置していることがわか

る。三星電子が次世代プロセス技術の開発に着

手したのも，６４M世代の後期（１９９４～９５年）か

らと認識されている（注８）。

次に，韓国の製造装置の調達に関して，製品

別にみたのが表３である。製造装置は，半導体

の製造工程に沿って，ウエハプロセス（いわゆ

る前工程）用装置と組立・検査（後工程）用装

置に大別することができる。表３のとおり，組

立・検査用装置は若干国産化が進んでいるもの

の，プロセス技術が集約されるウエハプロセス

用装置は，２０００年現在，需要の９０％以上を輸入

に依存している。製造装置の調達経路を示した

表４からは，１９９０年代後半までは日本からの調

達が大半を占めていたが（注９），９０年代末から２０００

表１ DRAMの企業別売上ランキング
（単位：百万ドル，％）

１９８９年 １９９２年 １９９５年 １９９９年 ２００２年

１
東芝（日）
１，２６８（１３．９）

三星（韓）
１，１９２（１３．６）

三星（韓）
６，５９２（１５．６）

三星（韓）
４，７７４（２０．６）

三星（韓）
４，９９２（３２．２）

２
NEC（日）
１，０５２（１１．６）

東芝（日）
１，１２３（１２．８）

NEC（日）
４，５９２（１０．９）

ハイニクス（韓）１）

４，４６４（１９．３）
マイクロン（米）
２，８５８（１８．５）

３
TI（米）
８９９（９．９）

NEC（日）
８９４（１０．２）

日立（日）
４，２３９（１０．０）

マイクロン（米）
３，３３０（１４．４）

ハイニクス（韓）
１，９８２（１２．８）

４
三星（韓）
８０５（８．８）

日立（日）
８２４（９．４）

現代（韓）
３，９５０（９．３）

NEC（日）
２，０１４（８．７）

インフィニオン（独）
１，８１７（１１．７）

５
日立（日）
７５７（８．３）

TI（米）
６６７（７．６）

東芝（日）
３，４５８（８．２）

インフィニオン（独）２）

１，６８０（７．３）
ナンヤ（台）
８４９（５．５）

６
富士通（日）
７４８（８．２）

三菱（日）
６２８（７．２）

TI（米）
３，４２９（８．１）

東芝（日）
１，５０４（６．５）

エルピーダ（日）３）

６４８（４．２）

７
三菱（日）
７２９（８．０）

富士通（日）
５４７（６．２）

LG（韓）
２，５００（５．９）

日立（日）
１，１１５（４．８）

ウィンボンド（台）
４７３（３．１）

８
沖電気（日）
３９０（４．３）

LG（韓）
５１３（５．９）

マイクロン（米）
２，４３４（５．８）

三菱（日）
８７５（３．８）

東芝（日）
３２１（２．１）

９
ジーメンス（独）
３６１（４．０）

現代（韓）
４４８（５．１）

三菱（日）
２，２０１（５．２）

モーゼル（台）
６００（２．６）

モーゼル（台）
３１２（２．０）

１０
マイクロン（米）
３５５（３．９）

マイクロン（米）
４４５（５．１）

富士通（日）
２，０５１（４．９）

富士通（日）
５２１（２．３）

パワーチップ（台）
３０５（２．０）

（出所）�韓国電子年鑑�１９９４年度版，p．４７８，�電子・情報通信 総覧�２００２年版，p．４１９などの資料より
作成（原資料はデータクエスト）。

（注） １）ハイニクスは１９９９年に現代電子が LG半導体を吸収合併して設立された企業である。
２）インフィニオンは１９９９年にジーメンスの半導体部門が分離・独立して設立された企業である。
３）エルピーダは２００１年に NECと日立製作所の DRAM部門が分離・統合して設立された企業である。
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表２ 三星電子の DRAM技術開発の推移

６４K ２５６K １M ４M １６M ６４M ２５６M １G

開発時期（年／月） １９８４／３ １９８５／７ １９８６／７ １９８８／５ １９８９／１０ １９９２／８ １９９４／８ １９９６／１０
開発費（ウォン） ７．３億 １１．３億 ２３５億 ５０８億 ６１７億 １，２００億 １，２００億 ２，２００億
開発期間（カ月） １０ ９ １５ ２０ ２６ ２６ ３０ ２９
日本との開発格差 約４年 約３年 約２年 約６カ月 同一 先行 先行 先行
デザインルール（µm）１） ２．４ １．１ ０．７ ０．５ ０．４２ ０．３５ ０．２５ ０．１８
動作速度（ns）２） １５０ １２０ ７０ ６０ ５０ ５０ ４０ ３０
使用工程３） NMOS NMOS CMOS CMOS CMOS CMOS CMOS CMOS

記憶容量（新聞枚数） ０．５ ２ ８ ３２ １３０ ５２０ ２，１００ ８，４００

（出所）�三星電子３０年史�p．３８５．
（注） １）デザインルール：半導体の電子回路の最小加工寸法。

２）動作速度：データを処理（DRAMではデータを記憶）する際の速度。
３）使用工程：MOSトランジスタは，MOS構造（金属ゲート［M］＋シリコン酸化膜［O］＋シリコン
基板［S］）でキャパシタを形成し，金属ゲートに電圧を加えて，（トランジスタの電流を流す端子であ
る）ソースとドレインの間（＝チャネル）に電流を流すという回路素子である。このとき，ゲートにプ
ラスの電圧を加えると，ソース―ドレイン間に電流が流れる nチャネル型MOSトランジスタのみを使
って ICを形成する方法が NMOSであり，nチャネルと pチャネル（ゲートにマイナスの電圧を加える
とソース―ドレイン間に電流が流れる構造）の両タイプのMOSトランジスタを同一基板上に形成する
方法が CMOSである。

表３ ２０００年の半導体製造装置の輸入・国内供給

（単位：千ドル）

国内供給 輸入
計

金額 比率（％） 金額 比率（％）

ウ
エ
ハ
加
工
用

露光 ５３，５９８ ６ ８６８，６９４ ９４ ９２２，２９２
エッチング ７８，６８６ １２ ５５５，４８１ ８８ ６３４，１６７
拡散 ９，０３７ ５ １７４，５５８ ９５ １８３，５９５
T/F ４３，２２１ ６ ６６８，６１４ ９４ ７１１，８３５
CMP ３５０ ０ １７９，０１２ ９９ １７９，３６２
その他 ０ ― ２５６，３９４ １００ ２５６，３９４

小計 １８４，８９２ ６ ２，７０２，７５３ ９４ ２，８８７，６４５

組立用装置 ９７，８１４ ３４ １８５，９０３ ６６ ２８３，７１７

検
査
用
装
置

テスト ０ ― ４６３，５２９ １００ ４６３，５２９
テスタ・ハンドラ ２７，４２９ ３６ ４８，４１７ ６４ ７５，８４６
バーンイン装置 ７３，２３５ １００ ０ ― ７３，２３５
プローバ ０ ― ４１，８８８ １００ ４１，８８８
各種検査機の測定器 １，４１４ ２ ７１，４３６ ９８ ７２，８５０
その他 ８５，９６４ ６６ ４４，５５４ ３４ １３０，５１８

小計 １８８，０４２ ２２ ６６９，８２４ ７８ ８５７，８６６

合計 ４７０，７４８ １２ ３，５５８，４８０ ８８ ４，０２９，２２８

（出所）�半導体産業�２００１年１・２月号，p．１０６（原資料は韓国半導体産業協会）．
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年にかけて米国からの調達にシフトしているこ

とがみてとれる。この点を三星電子の製品開発

と照らし合わせてみると，日本企業をキャッチ

アップした１６M世代までの製造装置は，主に

日本からの調達に依拠していたのに対し，製品

開発と量産で先行した６４M／２５６M世代からは，

米国からの調達が増えているものと考えられる。

Ⅲ デバイス部門と製造装置部門の

企業間関係の変化

１．デバイス企業と装置企業の分業関係の進

展

この節では，１９９０年代半ば頃まで韓国企業の

製造装置の主な供給源であった日本の事例を中

心に，ウエハプロセス工程に焦点を当てて，デ

バイス企業と装置企業の関係の変化を検討して

みたい（注１０）。結論的にいえば，デバイス企業か

ら装置企業へのプロセス技術のシフトが，製造

装置の取引を媒介として，DRAM市場におけ

る韓国企業と日本企業との技術ギャップの縮小

を促す重要な要因として作用したのである。

デバイス企業と装置企業の関係の変化を表わ

しているのが，図１のようなプロセス技術開発

における分業関係の進展である（注１１）。この図が

示すように，１９７０年代までのデバイス企業は，

プロセス開発に関わるすべての領域，つまりト

ータル・プロセスから個別プロセスまでを完全

に掌握していた。トータル・プロセスとは，デ

バイスの種類（DRAM，ASICなど），電気特性

（速度，電圧など），製品コスト，生産量などの

観点から，個別プロセスを組み合わせ，量産ラ

インを構築することである。個別プロセスは，

�シリコンウエハ表面に酸化シリコンやアルミ

ニウムの層を作る�（膜形成工程），�光を照射し

て回路パターンを焼き付ける�（露光工程）な

ど，物理現象や化学反応を利用した基本的な加

工（開発）単位である。個別プロセスは製造装

置によって具現化されるため，プロセス開発は

製造装置の開発とも密接に結びついている。１９８０

年代初めまでは，もっぱらデバイス企業が個別

プロセスの原理となる物理モデルや化学モデル

のアイデアを出していたため，製造装置の設計

までデバイス企業で行われていた。

他方，新しいプロセス技術を開発し，それを

装置化したとしても，製造装置の�使いかた�

という意味でのノウハウがなければ，量産にま

でこぎつけることはできない。つまり，直径数

表４ 韓国の半導体製造装置の調達経路

（単位：百万ドル）

１９８７年 １９９０年 １９９３年 １９９５年 １９９７年 ２０００年

国内生産 １１ ４％ ４２ ６％ １１１ ８％ ２６４ ８％ ６８７ ２２％ ４７０ １２％

輸
入

米 国 ８３ ２９％ ２５２ ３５％ ４５９ ３３％ １，１５５ ３５％ ９４６ ３０％ ２，１２３ ５３％
日 本 １７４ ６１％ ３９３ ５５％ ７６６ ５５％ １，６８３ ５１％ １，１９８ ３８％ １，２３２ ３１％
その他 ４ ６％ ３０ ４％ ５６ ４％ １９８ ６％ ３２２ １０％ ２０４ ５％

合 計 ２６１ ９６％ ６７５ ９４％ １，２８１ ９２％ ３，０３６ ９２％ ２，４６６ ７８％ ３，５５９ ８８％

（出所）�半導体�１９９１年８月号，p．６，�半導体産業�２００１年１・２月号，p．１０６などより作成（原資料は韓国
半導体産業協会）。
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十センチのウエハを使って量産するためには，

プロセス性能を保証するようにプロセス条件を

設定しなければならない。プロセス性能とプロ

セス条件に関してレジスト塗布／現像装置（注１２）

を例に挙げれば，A社の aというレジストを

使って，�１同一ウエハ上で膜厚のバラツキを±

～％（～nm）以下にする，�２異なるウエハ間

でも均一性を±～％以下にする，�３ウエハ内，

ウエハ間で現像後の回路線幅のバラツキを±～

％以下にする等のプロセス性能を満たすよう，

①（レジストを塗布する前にウエハを暖める）ホ

ットプレートの温度と加熱時間，②チャンバ

（反応室）内の温度と湿度，③薬液の吐出条件，

④現像時間，⑤薬液の濃度，⑥スピンの回転速

度などの複数のプロセス条件を最適化しなけれ

ばならない（注１３）。こうした条件最適化のノウハ

ウは完成品の歩留まりに反映され，ひいては企

業の競争力を決定づける。したがって，１９７０年

代までデバイス企業は，自社のもつプロセス技

術やノウハウの社外流出を回避するため，装置

企業には製造装置の搬入以外のことに一切関与

させなかった。

ところが，１９８０年代以降，DRAMの世代で

いえば６４K／２５６K世代から，デバイス企業と

共同で製造装置の評価（デバッグ）（注１４）や次世代

プロセスの研究開発を行うという形で，装置企

図１ デバイス企業と装置企業の分業関係の進展

装置開発 デバイス開発

部品 モジュール 装置 物理・化学
モデル

個別
プロセス

モジュール
・プロセス

トータル・
プロセス

デバイス
構造

デバイス
設計

１９７０年

１９８０年
装置企業 デバイス企業

１９９０年

２０００年

（出所） 赤坂洋一氏の原案に基づき筆者作成。
（注） モジュール：ガス制御システム，真空排気システム，搬送システムなど装置の部分構成。

装置：ハードウェア・ソフトウェアの設計・製作。
物理・化学モデル：個別プロセスの原理となる化学反応や物理的現象。
個別プロセス：�膜形成�，�露光�，�エッチング�などのウエハを加工する処理の単位。
モジュール・プロセス：�キャパシタ形成�や�配線�といった単位で一連の個別プロセスを組み合

わせたもの。
トータル・プロセス：ウエハ投入から完成品に至るまでの一連の工程。
デバイス構造：トランジスタ，抵抗，容量などの空間的配置や配線の仕方。
デバイス設計：特定の機能を具体化するための電子回路の構成。
なお，�物理・化学モデル�は�装置開発�と�デバイス開発�の両方にまたがるため，濃い網掛け
で表わしている。
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業が個別プロセスの開発に関わりはじめた。さ

らに，１９９０年代に入ると，最先端の製造装置で

も，装置企業がある程度までプロセス条件を最

適化してデバイス企業が提示するプロセス性能

を保証したうえで，つまり�使いかた�のノウ

ハウをつけて販売しはじめた（注１５）。装置企業は

デバイス企業に対して技術トレーニングやメン

テナンスを行うのはもちろん，デバイスの量産

現場で不具合が生じたときのサポートや新しい

プロセスの提案も行っている。２０００年代は，製

造装置に自動的にプロセス条件を最適化させる

とともに（製造装置のインテリジェント化），装

置企業が個別プロセスを組み合わせてモジュー

ル・プロセスやトータル・プロセスを提供する

方向に向かいつつある。

一方，１９９０年代以降，特に９０年代半ばから顕

著になってきたことだが，デバイス企業から装

置企業へプロセス・エンジニアや装置設計エン

ジニアが移動しており，こうしたエンジニアの

移動も，デバイス企業から装置企業へプロセス

技術のシフトを促している（注１６）。

２．デバイス企業から装置企業へのプロセス

技術のシフト

それでは，そもそもデバイス企業の競争力の

源泉であった個別プロセスの開発やプロセス条

件の最適化を，装置企業が担うようになったの

はなぜだろうか。これは１９８０年代以降，プロセ

ス開発のスピードを速めるとともに他の開発領

域にも注力しなければならなくなったことを背

景に，デバイス企業が装置企業の開発力を利用

しようとしたためである。

１９８０年代に入ると，開発のスピードを加速す

るという目的のもと，デバイス企業が製造装置

の評価に装置企業を関与させ，これを通じて個

別プロセスの技術情報が装置企業に伝えられ

た（注１７）。具体的には，膜形成工程の膜の均一性

が悪いという場合，それは製造装置のガスの噴

出の仕方や流れに問題があるためだとすれば，

装置企業にプロセス条件のひとつであるガスの

流量やノズルの形状を変更してもらう，あるい

は洗浄工程の事例でいえば，異物除去の溶液を

変えた方が良い，乾燥にはアルコールを使った

方が良い等をデバイス企業が指示する過程で，

装置企業は個別プロセスの原理や条件に関する

技術情報を入手した。個別プロセスで用いられ

る化学反応や物理現象を制御するためには温度，

圧力，濃度といった要素が重要になり，これら

の要素はいずれも製造装置によりコントロール

されることから，個別プロセスの原理は製造装

置に依存する部分が大きい。したがって，デバ

イス企業と共同で製造装置の評価と改造を繰り

返すなかで，装置企業はプロセス技術を学習し，

次第に新しいプロセスの原理を提案できるよう

になった（注１８）。

装置企業が製造装置の製作に必要なプロセス

技術を習得したのは６４K／２５６K世代で，それ

以降，個別プロセスの基本原理やコンセプトが

ほとんど変化しなかったこともあり，製造装置

の評価の重点はパーティクル（ゴミ）対策や自

動化対策に移っていった。特に，４M／１６M

世代には製造装置内部で発生するパーティクル

が歩留まりに大きな影響を及ぼすようになり，

共同での製造装置の評価の過程で，装置内発塵

や誤動作を防ぐといった，製造装置の完成度を

高めるためのノウハウが蓄積された（注１９）。

こうして１９８０年代後半からデバイス企業と装

置企業は次世代プロセスの共同開発を行う一

方，９０年代以降，デバイス企業は次第に基本的
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なノウハウの確立さえも装置企業に依拠するよ

うになった（注２０）。

デバイス企業が装置企業を個別プロセスの開

発に関わらせるようになったのは，一方では，

デバイス企業がデバイス設計やトータル・プロ

セスの開発に注力しなければならなくなったこ

とが背景にある（注２１）。特に，設計に注力する契

機になったのが，１９８０年代半ばの電子機器企業

の生き残り戦略である［�日経マイクロデバイ

ス�１９８８年９月号，８６ページ］。１９８０年代半ば当

時の円高不況のなかで，電子機器企業は海外企

業との差異化を図るため，電子機器の心臓部で

ある半導体に付加価値を凝縮しようとした。こ

れを契機に，デバイス企業ではユーザーから要

求される半導体の品種が増大した。こうした状

況に対応するため，表５が明示するように，デ

バイス企業は１９８５年以降デザインセンターを各

地に開設し，設計部門の拡充に努めた（注２２）。

他方，デバイス企業の設計部門への展開は，

１９８５年の半導体不況の影響も関係していた。当

時，日本のデバイス企業は市況の変動がもっと

も激しい DRAMに偏重していたため，大きな

損失を被った（注２３）。これを教訓として，デバイ

ス企業は�全天候型の総合 LSIメーカー�（日

立製作所）や�産業と映像機器市場向けに製品

バランスを合わせる�（三菱電機）といった戦

略を掲げ，DRAM事業だけではなく，多数の

設計エンジニアが必要になるマイコン・ロジッ

ク事業も積極的に展開しようとしたのである

［�日経マイクロデバイス�１９８８年９月号，４６，８５

～８６ページ］。

同時に，デバイス企業が装置企業の開発力を

利用しようとしたのは，他の開発領域にも経営

資源を振り向けるために製造装置の開発まで行

う余裕がなくなっただけではなく，景気対策の

ためでもあった（注２４）。周知のとおり，半導体産

業にはシリコンサイクルという約４年を周期と

する特有の景気サイクルがあり，量産ラインの

稼働率が下がる不況期には，生産現場のプロセ

ス・エンジニアやオペレータに余剰人員が発生

することが予測できる。潜在的な余剰人員を抱

え込まないという意味でも，デバイス企業は製

造装置の自動化を指向した。つまり，人間がマ

ニュアルをみながら行っていた操作を製造装置

に自動的にできるようにすることを目指したの

であり，自動化により，プロセス・エンジニア

やオペレータに体化されていたノウハウの装置

化が進んだ（注２５）。この過程で製造装置が高度

化・複雑化すると，デバイス企業の側だけで製

造装置のメンテナンスを行うことが困難になり，

装置企業がメンテナンスやサポートを提供する

ようになった。

表５ NECの LSIデザインセンターの開設
（１９８２～９１年）

開設年 海外 国内

１９８２ デュッセルドルフ
１９８３ マウンテン・ビュー，ネイティ

ック（米）

１９８４ デュッセルドルフ 関西

ミルトン・キーンズ（英）

パリ

１９８５ ミュンヘン，シュツットガルト 東京，中部

ミラノ

ダラス

ポーランド，シカゴ，ケアリー
（米）

１９８６ 香港 立川，松本

１９８７ 東北，群馬

１９８９ シンガポール，ソウル 九州，静岡

１９９０ 台北 四国

１９９１ 北陸

（出所）�日本電気株式会社百年史�７７０ページ。
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Ⅳ DRAM市場の競争の変化

この節では，前節で述べたデバイス企業から

装置企業へのプロセス技術のシフトが，DRAM

市場の競争にどのような影響を及ぼしたのかを

検討してみたい。

１９７０年代から９０年代初めまでは，デバイス企

業においてデバイスの高集積化や高性能化など

に必要な新しいプロセス技術を開発し，それを

装置化した後，いち早くノウハウを確立して歩

留まりを上げることが，DRAM市場でリーデ

ィング企業になるための条件であった。ところ

が，１９８０年代以降，DRAMの世代では６４K／

２５６K世代から，デバイス企業の要請を受けて

装置企業がプロセス開発に参与するようになっ

た結果，後発のデバイス企業は自らプロセス技

術を開発しなくても，DRAM市場に参入でき

る可能性が高まった。これは，先発のデバイス

企業と装置企業が共同で製造装置の評価を行う

過程で確立された基本的なプロセス条件に関す

る情報が，参考資料として装置企業を通じて入

手できるようになったためである。その上，デ

バッグを経て製造装置の性能がかなり改善され

ていることもあり，こうした完成度の高い製造

装置を導入すれば，量産ラインの立ち上げ期間

を短縮することができる。表６のように，日本

企業と比較して三星電子の立ち上げ期間が短い

のは，三星電子の技術吸収力の高さに加えて，

こうした理由も関係しているものと考えられる。

ただし，１９８０年代に共同開発された製造装置

は，他のデバイス企業へのマーケティング活動

がある期間制限されることがあったため，後発

のデバイス企業に販売されるのは一世代遅れの

陳腐化した製造装置であった。ところが，４M

／１６M世代に該当する１９９０年代初めからは，

最先端の製造装置であっても，後発のデバイス

企業は�使いかた�のノウハウを含めて入手す

ることが可能になった。これは，１９９０年代初め

の DRAM価格の低迷を受けて，日本のデバイ

ス企業が設備投資に慎重になり，装置企業のマ

ーケティング活動を制約しにくくなったことが

背景にある（注２６）。また，１９９０年代後半からは，

専門の評価機関で量産用製造装置が評価される

ようになったことも，後発企業が完成度の高い

最先端の製造装置を直接入手しやすい環境をつ

くり出している（注２７）。

このような状況は，一方では，１９９０年代以降

DRAM市場の競争条件に大きな変化をもたら

した。つまり，デバイス企業にとって，製造装

置の購入を通じて必要なプロセス技術を入手で

きるのであれば，社内で一から開発するよりも

購入するほうが得策ということになり，こうし

た考え方による行動の結果，プロセス技術の伝

表６ 量産技術の確立にかかった期間

６４KDRAM ２５６KDRAM １MDRAM ４MDRAM １６MDRAM

三星 ３q（８２．２～８５．１） ６q（８５．１～８６．３） ６q（８７．３～８９．１） ６q（８９．４～９１．２） ８q（９２．１～９４．１）
NEC ８q（８０．３～８２．３） ６q（８３．１～８４．３） ７q（８５．２～８８．１） ９q（８８．３～９０．４） １２q（９１．１～９４．１）
東芝 １１q（８０．１～８３．４） ８q（８３．１～８５．１） ８q（８５．１～８７．１） ９q（８８．３～９０．４） １２q（９１．１～９４．１）

（出所） �（１９９５，５９）．
（注） qは四半期を意味する。
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播と業界全体の技術水準の向上が促されたので

ある。

このような変化は，全体のコストダウンに占

める各種コスト削減方法の影響を示した表７か

らも窺える。この表は，セマティックの調査デ

ータに基づいて米国の調査会社が作成したもの

と推測されるが，表中の数値それ自体の根拠が

示されていないという点で，分析上問題がある

ことは否めない。しかし，この表がおおよその

傾向を示しているとすれば，１９８０～９０年代にか

けて�歩留まり向上�が１１ポイント低下したの

に対し，�製造装置の生産性向上�が１８ポイン

トも上昇している。１９８０年代に歩留まりに影響

を及ぼしていた要因は，デバイス企業の技術者

が設定するプロセス条件，製造装置を操作する

作業者のハンドリング，製造装置の設置環境の

清浄度であった［佐藤１９８５，１０］。�歩留まり向

上�の影響力の低下は，１９８０年代までは製造装

置を使いこなすためのノウハウがデバイス企業

の側に要求されたため，こうしたノウハウで他

社との差異化を図ることができたのに対し，９０

年代には製造装置の自動化に加えて装置企業が

基本的なプロセス条件を提示してくれるように

なったために，デバイス企業にとって個別プロ

セスの技術力やノウハウの高さが競争条件では

なくなったことを示している。そして，�製造

装置の生産性向上�の影響力の増大は，１９９０年

代以降，性能と生産性の高い製造装置をタイミ

ングよく導入することがデバイス企業の競争条

件になったことを意味しているといえよう。

これにより，プロセス技術力が競争力の源泉

であった DRAM市場では，１９９０年代以降コス

ト競争が前面に現われることになった。DRAM

市場では，価格はマーケットでほぼ統一してい

るため，基本的には，市況が悪化したときの価

格の暴落に耐えられるほどのコスト競争力をも

つことが，DRAM市場における競争力の要と

なる（注２８）。逆にいえば，供給不足が生じる好況

期にはコスト競争力の優劣は顕在化しないが，

過剰供給となる不況期にはこうした優劣が一気

に表面化し，コスト競争で劣位に置かれる企業

は，ついには市場からの退出を迫られることに

なる。

Ⅴ 装置企業との関係を通じた競争

優位の形成

この節では，DRAM市場での競争条件の変

化に三星電子がどのように対応し，１９９０年代以

降 DRAM市場でリーディング企業としての地

位を築いたのかを考察してみよう。

前節までは，１９８０～９０年代の期間中，デバイ

ス企業から装置企業にプロセス技術がシフトし，

これによって１９９０年代以降，DRAM市場の競

争条件がプロセス技術力からコスト競争力に移

ったことを指摘した。コスト競争において優位

に立つには，量産規模を拡大することがもっと

も有効であり，したがってデバイス企業にとっ

表７ 各種の半導体製造コスト削減方法が全体の
コストダウンに占める影響の変化 （％）

１９８０年代 １９９０年代 将来

製造装置の生産性向上 １１ ２９ ４７
歩留まり向上 １８ ７ ３

ウエハ口径の拡大 ２８ １４ ６
回路寸法の縮小 ４３ ５０ ４４

合計 １００ １００ １００

（出所） The McClean Report 1999, Figure16-23（原資料

は Sematech, IC Insights）.

韓国半導体産業の国際競争力形成の要因
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ては設備投資戦略が重要になる。この点で，三

星電子は積極的に設備投資を行い，最新の製造

装置を備えた生産体制を早期に構築するという

戦略を実行することで，日本企業よりも設備投

資効率を高めて，拡大成長の好循環を築いたの

である（注２９）。

具体的には，日本企業が設備投資を縮小した

シリコンサイクルの不況期に，三星電子はむし

ろ設備投資を拡大する一方で，大口径化に対応

した製造装置を早期に導入するとともに，量産

体制を一気に構築した。例えば，１９９０年代初め

に登場した０．５µm／８インチ・ウエハ（４M／

１６M世代）対応製造装置の導入をみると，三星

電子は９４年時点で月産２万枚の量産体制を確立

するために，９２～９３年の不況期に一気に製造装

置を導入したのに対し，日本企業は９４年後半か

ら９５年に月産１万枚の量産体制を確立すること

を目標に，９３～９５年の好況期になって段階的に

製造装置を導入した［�日経マイクロデバイス�

１９９３年１２月号，９１ページ］。大口径のウエハを用

いれば，ウエハ１枚当たりから取れるチップの

数量が増加する。したがって，好況期に入る前

の不況期に，大口径化に対応した製造装置を大

量に導入して大量生産体制を整えておけば，好

況期の需要の拡大を十分に吸収することができ

るというわけである。この帰結がシェアの上昇

とコスト低下の同時達成である。

他方，三星電子の設備投資戦略に注目するだ

けではなく，同社の装置企業との関係に焦点を

当てると，製造装置の調達コストの削減を通じ

たコスト競争力の強化という別の側面が浮き彫

りになる。不況期になると装置企業は，１台数

億円の製造装置を割引販売するため（注３０），不況

期に投資をすれば，より低いコストで製造装置

を調達することができる。割引率は通常，標準

価格の１０～２０％から交渉し，かなり極端な場合

には６０％になることもあったという（注３１）。割引

率は製造装置の販売台数に比例する。つまり，

三星電子の大量購入という行動は，割引率を高

めて価格の引き下げを一層徹底するものでもあ

った。

三星電子による製造装置の価格引下げ圧力は，

装置企業にとってみれば，利幅の圧迫を意味す

る。しかし一方では，特に日本の装置企業の場

合，１９９０年代以降，取引の大半を占める日本の

デバイス企業が製造装置の購入に消極的になっ

たうえに，日本のデバイス企業との取引におい

ては不利な立場に置かれており，韓国をはじめ

とする海外企業との取引の拡大を通じて，結果

として装置開発にかかる巨額の開発費の回収を

早めることができたという側面もある（注３２）。

また，製造装置の調達コストとの関連でいえ

ば，三星電子は日本企業の行動様式とは異なる

製造装置の選定方法を採ることによって，調達

コストの削減を図っている（注３３）。一般に，製造

装置の仕様は標準仕様と特別仕様に分けられる。

標準仕様は，装置企業がその製造装置にもたせ

ている最低限の基本値であり，通常，デバイス

企業の要求にしたがって特別仕様が付加される。

特別仕様の要求のなかには，プロセス性能に関

わるものとプロセス性能には直接関係がないも

のとが含まれるが，ここでは，プロセス性能に

関して特別仕様を付加する場合を取り上げて，

仮に，装置企業が保証する標準製品では，プロ

セスの処理結果のバラツキに関して±５％の均

一性を実現できるが，これに特別仕様を付加す

れば±３％の範囲内に収まるとしよう。そうす

ると，日本企業の場合，個別プロセスで最高の
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性能を得るために特別仕様を付加する傾向があ

るのに対して，三星電子はむしろトータル・プ

ロセスの視点から，最終製品の歩留まりを上げ

るためにこうした特別仕様が必要かどうかを徹

底的に検討し，歩留まりに違いが出ないと判断

すれば，標準仕様を選択したという。製造装置

に特別仕様を付加すれば，平均して３０％程度の

追加コストになり，逆にいえば，それだけ三星

電子は日本企業に比べて製造装置の調達コスト

を抑えることができたのである。

このような製造装置の仕様の違いについては，

第Ⅲ節で述べたような過程を経て，１９９０年代に

入る頃から個別プロセスは装置企業がより責任

を負う一方で，デバイス企業はモジュール・プ

ロセスやトータル・プロセスに集中するという

形で，プロセス開発における分業関係ができつ

つあったが［日本半導体製造装置協会調査研究検

討委員会２００１，３６］，三星電子はこの分業関係

を戦略的に利用したのに対して，日本のデバイ

ス企業は積極的には活用しなかったことを示し

ているといえよう（注３４）。

こうした設備投資行動や製造装置の選定方法

を通じて，８インチ・ウエハを月産２万枚処理

する工場への総投資額（１９９３年現在）を基準に

すれば，三星電子の投資額は約６７０億円で，日

本企業の９００～１０００億円を大きく下回る結果と

なった［�日経マイクロデバイス�１９９３年９月号，３６

ページ］（注３５）。結局，コスト競争で劣位になっ

たことにより，１９９６年からの不況を契機に，日

本企業は DRAM事業の縮小や撤退を決定し，

三星電子のシェアはさらに高まることになった。

一方，製造装置の大量購入という三星電子の

設備投資行動は，装置企業に対して，次世代プ

ロセス技術の共同開発で他ならぬ三星電子と提

携するインセンティブを与えるものでもあっ

た（注３６）。第Ⅱ節で指摘したように，三星電子は

１６MDRAMの開発で日本企業にキャッチアッ

プし，６４M世代以降，次世代プロセス技術の

開発に携わるようになった。この場合，基礎研

究やプロセス開発で装置企業と提携して共同研

究を行うことになる。そうすれば，自社で一か

ら製造装置の開発を行うよりも安価で最新の製

造装置をいち早く入手することができるうえに，

自らが求める仕様に近い製造装置を標準製品と

して調達することもできる。装置企業にとって

は，新しい製造装置の開発には基礎研究に１～

２年，プロセス開発に１～２年，量産用製造装

置の開発に約２年を要するうえ，巨額の開発費

のために開発リスクが大きいことから，最先端

に位置するデバイス企業であれば，提携先のデ

バイス企業は設備投資に積極的で大量販売が見

込める企業であるほど望ましいということにな

る。大量購入という設備投資行動を誘因に，１９９０

年代半ばから三星電子は，米国のアプライドマ

テリアルズと次世代プロセス技術の共同開発で

提携を結んだ。

三星電子が共同開発の提携先として日本の装

置企業ではなくアプライドマテリアルズを選択

したのは，ひとつには，１９９０年代後半以降，ウ

エハプロセス工程において配線工程の比率が高

まっており，配線工程に必要な製造装置の大部

分は米国の装置企業が競争力をもっていること

が指摘できる（注３７）。特に，１９９０年代後半から

MPUの高速化とともに高速 DRAMの必要性

が高まっており，三星電子は DRAMの高速化

の一手段として，アプライドマテリアルズがも

つ最先端の配線技術に注目し，その製造装置を

抵抗なく導入するために提携を模索したものと

韓国半導体産業の国際競争力形成の要因
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考えられる（注３８）。

しかし，より注目すべきは，装置企業のなか

でもアプライドマテリアルズがいち早く，１９９０

年代末に配線工程に必要な製造装置をモジュー

ル・プロセスとして最適化して販売しはじめた

点である。つまり，三星電子によるアプライド

マテリアルズとの提携は，プロセス開発におけ

る分業関係の進展に対応したものといえる。第

Ⅱ節で述べたように，製品開発と量産で日本企

業に先行した６４M／２５６M世代以降，韓国の製

造装置の供給源が米国にシフトしているのは，

このような意味で，米国の装置企業との提携に

基づくものと考えられる。

Ⅵ 総括と課題

本稿では，需要サイドに焦点が当てられがち

な国境を越えた枠組みに対して，供給者側の視

点から，１９８０～９０年代におけるデバイス企業と

装置企業の関係の変化に関連づけて，この期間

中の DRAM市場における韓国企業の成長を検

討した。

１９８０年代半ば以降，プロセス技術開発を主導

した日本のデバイス企業は，開発スピードを加

速するとともに他の開発領域に注力するため，

プロセス開発において装置企業の開発力を利用

しはじめた。これを契機に，DRAMの製品開

発の要となる個別プロセス開発に装置企業が着

手し，１９９０年代以降，�使いかた�のノウハウ

を含めて製造装置を提供するようになった。こ

のようにデバイス企業からの技術のシフトを通

じた装置企業における事業の高付加価値化とい

う過程のなかで，韓国企業は DRAM市場に参

入するとともに，日本企業との技術ギャップを

縮小していったのである。

同時に，デバイス企業と装置企業の関係の変

化を背景に，１９９０年代に入り，DRAM市場の

競争条件は個別プロセスの技術力やノウハウの

高さからコスト競争にシフトした。これにした

がって，デバイス企業にとっては設備投資戦略

が重要になった。このような状況に対して，三

星電子は不況期に重点的に投資する一方で，大

口径化に対応した製造装置をいち早く導入し，

大量生産体制を早期に整えることで，日本企業

に比べて量的な優位に立った。それだけではな

く，こうした設備投資行動は，装置企業から価

格引下げを取り付け，製造装置の調達コストを

抑えることにもつながった。さらに，三星電子

は個別プロセスで装置企業を戦略的に利用する

ことを通じて，最小のコストで最大の効果（＝

生産拡大）を発揮し，製品コストの低下を図っ

たのである。

他方，三星電子による製造装置の大量購入と

いう設備投資行動は，米国の装置企業との次世

代プロセスの共同開発提携にも結びついた。こ

れを通じて，１９９０年代後半以降，三星電子は

DRAMの製品開発でも日本企業を凌駕するに

至ったのである。

本稿では，供給者側からの分析に焦点を絞っ

たために，DRAM市場の競争条件の変化を，

デバイス企業から装置企業へのプロセス技術の

シフトに求めた。しかし，DRAM市場の競争

条件がコスト競争にシフトしたのは，１９８０～９０

年代にかけて DRAMの需要構造が変化したこ

ととも関係している。両方の要因を関連づけて

把握する必要があるが，これについては，今後

の課題としたい。
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（注１） 代表的なものとしては，Gereffi and Korze-

niewicz（１９９４），Naughton（１９９７），Borrus et. al．

（２０００）がまとまった研究として挙げられよう。国内

においては，島田ほか（１９９７），丸屋（２０００），藤井

（２００１），尹（２００３）などがこうした視点からの研究と

して挙げられる。

（注２） したがって，自立的な�国民経済�間での

�国際分業�という枠組みでは，東アジアの発展の実

態を正確に捉えることはできない。この点については，

平川（１９９７，２１―２３）を参照のこと。ただし，�国際分

業�に代わる新しい概念としては，様々な理論的立場

から�国際生産ネットワーク�，�国境を越えた生産ネ

ットワーク�，�グローバル生産ネットワーク�，�グロ

ーバル商品連鎖�，�グローバル価値連鎖�などの概念

が提起されているが，いずれも概念化に問題を残して

いるように思われ，�国際分業�に代わる有力な概念

は未だ確立していないのが現状である。紙幅の制約上，

ここでは，これらの分析概念の検討には立ち入らない

ものとする。

（注３） この背景には，米国による政治的圧力もあ

った。１９８６年に締結された日米半導体協定を巡る国際

政治と DRAM市場における韓国企業の成長とを関連

づけた研究としては， （１９９４）がある。

（注４） 半導体の生産技術は，設計技術とプロセス

技術に大別することができる。DRAMはトランジス

タとキャパシタの組み合わせの電子回路を縦横整然と

並べるパターンで，他の半導体製品に比べて高い設計

技術力は求められない。ただし，その機能上，より多

くの情報を記憶できるよう一枚のチップにより多くの

電子回路を詰め込むために，最先端のプロセス技術が

必要になる。

（注５） 経済学の概念上，�装置�とは，その内部

で投入財の変質を可能にし，そのための環境的条件を

提供する容器をいう。半導体の製造工程の場合，化学

反応を利用した工程と物理現象を利用した工程とその

両方が共存する工程とが含まれ，経済概念上の�装

置�とはいえないものも含まれるが，本稿では一般の

用法にしたがって�装置�を用いる。

（注６） こうした視点からの代表的な研究は，Choi

（１９９６），�（１９９５），趙・金（１９９７），徐（１９９５），藤

原（１９９５），柳町（１９９１a；１９９１b），また産業政策の

側面から分析しているものは，宋（１９９９）が挙げられ

る。

（注７） 徐正解は，韓国企業が最新鋭の製造装置を

導入することで技術学習を加速したことを指摘してい

るものの，製造装置の導入を通じて具体的にどのよう

な技術情報を獲得したのかについては明らかにしてい

ない。これに対して關智一は，日本企業の秘匿するソ

フト面での技術情報が製造装置を通じて韓国企業にシ

フトしたことを主張している。ただし，ソフト面での

技術情報として具体的に挙げられているのは，本稿の

視点とは異なり，生産現場における製造装置のメンテ

ナンス活動（TPM）に関する情報である［關１９９７］。

（注８） 三星電子は，トランジスタや配線などのデ

バイス構造で新しいアイデアを出したことはあったが，

世界で最初に新しいプロセス技術を開発したという事

例は，１６M世代までなかったという。米系装置企業

関係者へのインタビュー（２００３年１月２２日）。

（注９）１９９３年時点の韓国市場におけるウエハプロ

セス用装置の企業別調達元は以下のとおりである［�半

導体産業�１９９５年６月号，pp．７８―９１］。

［ステッパ］ニコン（日），キャノン（日）。

［ドライ・エッチング装置］酸化膜用：東京エレクト

ロン（日），メタル用：アプライドマテリアルズ（米），

Poly―Si/Si用：ラム・リサーチ（米）。

［拡散炉］縦型：国際電気（日），横型：東京エレクト

ロン（日），W. J（米）。

［コータ・デベロッパ］大日本スクリーン（日），東京

エレクトロン（日）。

［プラズマ・アッシング］プラズマ・システム（日）。

［ウェットステーション］DNSコリア（韓）。

（注１０） ここでは，ウエハプロセス用装置を生産す

る装置企業のなかでも，（露光装置を除く）様々な種

類の製造装置を取り揃えており，後述するようなモジ

ュール・プロセスやトータル・プロセスの提供を志向

している装置企業を対象としている。露光装置（ステ

ッパ）はプロセス全体を律速する比較的独立した製造

装置であり，露光装置企業は近年まで露光装置の生産

に特化していたため，本稿の分析対象に含めていない。

露光装置企業も含めた分析は別の機会に譲りたい。
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（注１１） 以下の記述は，前田（１９９０），菅原・福田

（１９９５），佐久間（１９９８），藤村（２０００），日系・米系装

置企業関係者のインタビュー（２００２年１２月４日，１２月

１１日，２００３年１月２２日）に依拠している。

（注１２） レジスト塗布／現像装置は，感光（レジス

ト）液をウエハ表面に塗布して，遠心力を用いて薄く

均一なレジスト膜をつくるとともに，露光プロセスの

後，現像液をかけて光の当たった部分を溶解し，薄膜

表面を露出させる処理を行う製造装置である。

（注１３） 日系装置企業関係者へのインタビュー（２００２

年１２月１１日）。

（注１４） 製造装置の評価では，開発者が意図したと

おりに動作していない部分を見つけ出してその原因を

探り，それを取り除くように製造装置を改造し，完成

度を高める作業を行う。

（注１５） ただし，デバイス企業が独自にプロセス条

件を変更する場合があるため，装置企業が提示したプ

ロセス条件がそのままデバイスの量産現場で使われて

いるとは限らない。

（注１６） 半導体業界関係者と日系装置企業関係者へ

のインタビュー（２００２年１０月３０日，１２月４日）。

（注１７） 日系装置業界関係者と元日系デバイス企業

関係者へのインタビュー（２００２年１０月３０日，２００３年１

月２２日）。

（注１８） 具体的にエッチング装置の例でいえば，プ

ラズマ密度や真空度を上げた結果，均一性が向上した，

スループットが高まった，エッチングの形状が良くな

った等の成果が装置企業から出るようになった。元日

系半導体企業関係者へのインタビュー（２００３年１月２２

日）。

また，装置企業は１９８０年代後半からプロセス技術の

研究に着手し，社内でプロセス技術者を育成しはじめ

た。例えば，東京エレクトロンは１９８６年にプロセス技

術の研究を目的とする�テクノロジーセンター�を設

立している。

（注１９） 例えば，ウエハ取り外しのアームが空回り

しないようにするために１カ所ではなく４カ所をねじ

でとめるようにする，アームの形状を丸型から四角型

にしてすべらないようにする，チャンバの開閉時に空

気を巻き込まないようにするためにチャンバの蓋を横

でスライドさせるようにするといった改良を加えなけ

れば，歩留まりや製造装置の稼働率を上げることがで

きなくなったという。元日系デバイス企業関係者への

インタビュー（２００３年８月７日）。

（注２０） このことは，�僕らがユーザーのころは，

装置というのは機能で買ったんですよね。ノウハウな

んていうのは自分でつくり上げるものだと思っていた

わけです。だから装置を設定するときには，その機能

がどのくらいあって，どのくらいのことができるのか

ということで，あと実際のノウハウは自分で実験しな

がらつくり上げたんです。今はそうじゃない。ノウハ

ウ付きじゃないと買わない。あるいはその装置にはノ

ウハウというのは無料でついているものだ，しかもノ

ウハウのいいところから買うよということが非常に多

くなっています�という発言から窺える［垂井・日本

半導体製造装置協会１９９１，２１６］。

（注２１） 日系装置業界関係者と元日系デバイス企業

関係者へのインタビュー（２００２年１０月３０日，２００３年１

月２２日）。

（注２２） 例えば，NECは１９８５年からシステム LSI

化を推進する全社運動�チャレンジ SL�を展開した

［�日本電気株式会社百年史�７７０ページ］。

（注２３） 例えば，１９８５年当時の NECのメモリ比率

は７０～８０％であった［NEC専務・メモリ事業本部長

へのインタビュー；�日経ビジネス�１９９６年１１月１１日

号，１６４ページ］。

（注２４） 半導体業界関係者へのインタビュー（２００２

年１０月３０日）。

（注２５） 自動化の目的には，歩留まりの向上（デー

タ解析の迅速化やオペレータのミスの削減）や（精度

の向上，工程数の増大による）人海戦術の限界も含ま

れる。実際に，イオン注入装置やドライ・エッチング

装置では，１９９０年代に入る頃には，プロセス処理過程

の常時計測と終点の検出や処理の自動停止が実用化さ

れていた。

（注２６）１９９０年代初めの日本企業の設備投資行動に

ついては，伊丹・伊丹研究室（１９９５，第６章）を参照

のこと。この時期の日本のデバイス企業は，装置企業

が日本のデバイス企業向けに見込み生産していた製造

装置を引き受けることができず，共同開発した製造装
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置が一定期間を経ずに他のデバイス企業に販売される

ことを黙認せざるを得なかったという。元日系デバイ

ス企業関係者へのインタビュー（２００３年８月７日）。

（注２７） 日系装置企業関係者へのインタビュー（２００２

年１２月４日）。日本では，装置企業が主導的に開発す

る標準仕様の製造装置の評価は，１９９６年に日本のデバ

イス企業１０社（現在の出資企業１１社）の出資により設

立された半導体先端テクノロジーズ（Selete）で行わ

れるようになった。設立当初は，１２インチ・ウエハ対

応製造装置の評価事業が最大のプロジェクトであった。

ここでの評価は，報告書を通じて公表されている。な

お，１２インチ・ウエハ対応製造装置での量産に先行し

たのは，トレセンティ・テクノロジ，インフィニオン，

インテル，三星電子，TSMCである。

（注２８） 後発のデバイス企業は低価格によって市場

シェアを伸ばしていると考えられがちであるが，後発

企業が市場価格よりも低い価格を提示するのは新規顧

客を開拓するとき（＝取引開始時点）に限られてお

り，その後の取引においては市場価格に従うのが一般

的である。米国市場での販売価格を基準とすると，

４MDRAMの場合，１９９１年の価格は韓国勢が１９．０ド

ル，日本勢が２０．０ドルであったが，１９９３年７月時点で

は，三星電子が１２．０ドル，NEC・東芝などが１２．０ド

ルと価格差はなくなっている。また，１９９３年から量産

が開始された１６MDRAMでは，三星電子と NEC・東

芝ともに，８５～９０ドルの価格で販売された［宋１９９５，

５２参照］。

（注２９） 以下の三星電子と日本企業の設備投資戦略

の違いに関する記述は，徐（１９９５，第６章），藤原（１９９５，

２７４―２７９）に依拠している。徐正解の分析によれば，

１９９１年頃から韓国の生産効率が日本の生産効率を上回

るようになった。１９９２年の設備投資効率をみると，韓

国３社の平均０．６２に対して，日本５社の平均は－０．１０

であった。１９９３年は韓国が０．８９，日本が０．７１であった

［徐１９９５，１５１］。

（注３０） 半導体業界関係者へのインタビュー（２００２

年１０月３０日）。装置企業はシリコンサイクルの影響で

不況期に販売不振に陥ることを見越して，標準価格の

設定時には一般商品よりも粗利益率を高めに設定して

いるという。日系装置企業関係者へのインタビュー

（２００２年１１月１９日）。

（注３１） 日系装置業界関係者へのインタビュー（２００２

年１１月２０日）。

（注３２） 日本の装置企業は，欧米企業やアジア企業

に販売する場合には，FOB（本船渡し＝納品）時点

で価格の７０～９０％以上を現金回収し，残りを検収後１

カ月以内に回収しているのに対し，日本企業と国内取

引する場合には，商行為の段階を追って分割払いを進

めるという慣行がなく，検収後にならないと現金回収

することができない。しかも，検収が終了しても一定

期間支払いが据え置かれるため，結局，納品から１２０

～１５０日も経って初めて支払いが行われる例がかなり

の割合でみられる。したがって，日本の装置企業は，

支払期間が長い日本企業との取引が多いほど，短期回

収型の海外企業と取引するよりもキャッシュフローが

圧迫され，自己資金による研究開発が困難になる［日

本半導体製造装置協会調査研究検討委員会２００１，３６―

４１］。

東京エレクトロンの場合には，１９９０年代後半から世

界販売戦略を展開した結果，９４年に６６％を占めていた

日本市場への販売が，２００１年には２９％にまで低下した

［�ファクトブック�各年号］。

（注３３） この点に関する記述は，米系装置企業関係

者へのインタビュー（２００３年１月２２日）に依拠してい

る。

（注３４） 特別仕様の追加に反映されるように，装置

企業が個別プロセス開発をカバーするようになった１９９０

年代にも，日本のデバイス企業は依然として個別プロ

セスに力を入れていたのは，ひとつには，８０年代まで

の DRAM需要者が購入先の選定に当たって�品質の

高さ�を第一条件としていたために，日本のデバイス

企業は品質の優位＝企業競争力とみなし，これを実現

すべく，個別プロセスの性能向上を追求しつづけたも

のと考えられる。また，次世代製品の開発を考慮して，

個別プロセスの性能をより高めたり，製造装置に様々

な機能をもたせたりする場合もあったという。これら

の点に関しては，コスト管理の問題をはじめ様々な企

業内の要因を検討する必要があり，今後深めるべき課

題である。他方，装置企業との関係という点からいえ

ば，日本では長らくデバイス企業と装置企業がイコー

韓国半導体産業の国際競争力形成の要因
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ル・パートナーの関係ではなかったことが，１９９０年代

以降も日本のデバイス企業が個別プロセスに注力した

背景にあるものと考えられる。逆に，韓国企業はキャ

ッチアップ段階では工場の立ち上げに精一杯で，個別

プロセスの開発については装置企業に頼らざるを得な

かったという事情もあるだろう。

（注３５） 日本企業が導入した８インチ・ウエハ用製

造装置は，１９９３年時点では月産２万枚規模に達してい

なかったため，日本企業の総投資額は当時の試算であ

る。

（注３６） 以下の記述は，日系装置企業関係者と米系

装置企業関係者へのインタビュー（２００２年１２月４日，

２００３年１月２２日）に基づいている。

（注３７） この点に関する記述は，日本半導体製造装

置協会調査研究検討委員会（２００１，１０―１３），日系装置

企業関係者へのインタビュー（２００３年３月１７日）に依

拠している。配線工程はウエハプロセス工程における

後工程とも呼ばれており，トランジスタ等の回路素子

を作り込む基板工程（前工程）に続いて，回路素子を

相互に接続するための配線を構築する工程である。１９９０

年代後半に０．２５µmまで微細化が進んだ結果，トラン

ジスタの（電子信号の伝達速度の）遅延よりも配線部

分の遅延の方が大きくなり，つまり配線がチップ全体

の性能（＝処理速度）を決定づけるようになったため，

プロセスにおいてそれまでほとんど注目されていなか

った配線工程の重要性が高まった。この配線関連のプ

ロセス技術（多層配線技術・平坦化技術）を牽引した

のは，処理速度が製品価値を決めるMPUであり，し

たがって米国のデバイス企業であった。日本の装置企

業の場合，日本のデバイス企業の要請を受ける形で製

品開発を進めることが多く，１９９０年代半ば頃まで米国

のデバイス企業のニーズを拾うことができなかった。

（注３８） データ転送速度アーキテクチャを２倍にす

ることで高速処理を可能にする DDR DRAMが開発

され，コスト的にも低く抑えることができたために，

２００２年現在，コスト面に問題がある最先端の配線技術

を使った DRAMは出荷されていない。
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